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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】小型で光学性能の優れた撮影レンズ及び撮影装
置を提供する。
【解決手段】物体側から順に配置された、正の屈折力を
有する第１レンズ群Ｇ１と，正の屈折力を有する第２レ
ンズ群Ｇ２と、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３と
、からなり、第１レンズ群Ｇ１および第３レンズ群Ｇ３
を固定したまま、第２レンズ群Ｇ２を光軸に沿って物体
側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態から最
至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行い、所
定の条件式を満足する撮影レンズ及びそれを備えた撮影
装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に配置された正の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する第
２レンズ群と、負の屈折力を有する第３レンズ群と、からなり、前記第１レンズ群および
前記第３レンズ群を固定したまま、前記第２レンズ群を光軸に沿って物体側へ移動させる
ことにより、無限遠物体合焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行
い、以下に示す条件式を満足することを特徴とする撮影レンズ。
　３．０ ≦ （１-ｂ２2）×ｂ３2 ≦ １０．０ ・・・　（１）
　０．１０ ≦ Ｌ１／ＴＬ ≦ ０．３０　　　　・・・　（２）
但し
ｂ２　：　前記第２レンズ群の無限遠物体合焦状態の横倍率
ｂ３　：　前記第３レンズ群の無限遠物体合焦状態の横倍率
Ｌ１　：　前記第１レンズ群の全長
ＴＬ　：　当該撮影レンズの光学全長
【請求項２】
　以下の条件式を満足することを特徴とする請求項１に記載の撮影レンズ。
　０．１０ ≦ ｆ２／ｆ１ ≦ ０．５０　　　　・・・　（３）
但し
ｆ１　：　前記第１レンズ群の焦点距離
ｆ２　：　前記第２レンズ群の焦点距離
【請求項３】
　以下の条件式を満足することを特徴とする請求項１又は２に記載の撮影レンズ。
　０．８ ≦ |ｆ３|／ｆ１２ ≦ ２．２　　　　・・・　（４）
但し
ｆ１２　：　前記第１レンズ群と前記第２レンズ群の無限遠物体合焦状態の合成焦点距離
ｆ３　：　前記第３レンズ群の焦点距離
【請求項４】
　以下の条件式を満足することを特徴とする請求項１～３のうちの一項に記載の撮影レン
ズ。
　０．５０ ≦ ＴＬ／ＦＬ ≦ １．２０　　　　・・・　（５）
但し
ＦＬ　：　無限遠物体合焦状態の当該撮影レンズの焦点距離
【請求項５】
　以下の条件式を満足することを特徴とする請求項１～４のうちの一項に記載の撮影レン
ズ。
　２．０ ≦ ＦＬ／Ｙ ≦ １０．０　　　　　　・・・　（６）
但し
ＦＬ　：　無限遠物体合焦状態の当該撮影レンズの焦点距離
Ｙ　：　最大像高
【請求項６】
　前記第１レンズ群、前記第２レンズ群、前記第３レンズ群を構成するレンズの総数が１
０枚以下であることを特徴とする請求項１～５のうちの一項に記載の撮影レンズ。 
【請求項７】
　前記第１レンズ群が、少なくとも１枚の正の屈折力を有する正レンズを有し、前記正レ
ンズが以下の条件式を満足することを特徴とする請求項１～６のうちの一項に記載の撮影
レンズ。
　０．０１２ ≦ ΔＰｇＦ１ ≦ ０．１００　　・・・　（７）
但し
ΔＰｇＦ１　：　Ｃ７（部分分散比：０．５３９３，νｄ：６０．４９）及びＦ２（部分
　　　　　　　　分散比：０．５８２９，νｄ：３６．３０）の部分分散比とνｄの座標
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　　　　　　　　を通る直線を基準線としたときの、前記正レンズの部分分散比の基準線
　　　　　　　　からの偏差
【請求項８】
　前記第３レンズ群が、少なくとも１枚の正の屈折力を有するレンズと、少なくとも１枚
の負の屈折力を有するレンズとを有することを特徴とする請求項１～７のうちの一項に記
載の撮影レンズ。
【請求項９】
　請求項１～８のうちの一項に記載の撮影レンズと、前記撮影レンズの像側に配置されて
前記撮影レンズによって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたこ
とを特徴とする撮影装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮影レンズ及び撮影装置に関する。本発明は、さらに詳しくは、小型で光学
性能の優れたインナーフォーカス式の撮影レンズ及び撮影装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルカメラの高画質化への要望から、撮像素子の大型化や短いフランジバッ
クを有するミラーレスカメラの普及が進む中、撮影レンズには光学的高性能化とともに小
型化への要望が強まっている。
　上述した要望を満たした上で、インナーフォーカスタイプのレンズであることが好まし
いという課題もある。すなわち、インナーフォーカスタイプのレンズは、合焦レンズの小
径化及び軽量化に好都合であることから、合焦速度及び合焦精度の向上が可能である。さ
らに、インナーフォーカスタイプのレンズは、合焦レンズの小径化及び軽量化によって合
焦操作によっても重心がほとんど移動しないこと及び鏡筒の機械長が変化しないことから
、撮影時の操作性が良いという大きな利点もある。
【０００３】
　このようなインナーフォーカスタイプのレンズとして、物体側から順に像面に対して固
定の正の屈折力を有する第１レンズ群、強い正の屈折力を有する合焦レンズ群（第２レン
ズ群）を配置し、フォーカシングの際の合焦レンズ群の移動量を小さくすることにより光
学全長すなわち第１レンズ群の物体側面から結像面までの距離を短縮化した光学系が提案
されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　上述したインナーフォーカスレンズの他のものとして、物体側から順に結像面に対して
固定の正の屈折力を有する第１レンズ群、強い正の屈折力を有する合焦レンズ群（第２レ
ンズ群）を配置し、さらに該合焦レンズ群の像側に負の屈折率を有する第３レンズ群を配
置する構成が提案されている（例えば、特許文献２及び３参照）。これらのインナーフォ
ーカスレンズは、物体側に正の屈折力の群が配置され、像面側に負の屈折力の群が配置さ
れたテレフォト構成となり、光学全長が短縮化され、より一層レンズの小型化を実現する
ことができている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１６－１６１４６号公報
【特許文献２】特開２０１４－２３５１７６号公報
【特許文献３】特開２０１６－９０７２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述した従来技術において、前記特許文献１によって提案されたインナーフォーカス式
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レンズは、第３レンズ群の屈折力が正であり、テレフォト構成がとられておらず、光学系
の小型化が不十分である。
【０００７】
　前記特許文献２に開示されたインナーフォーカス式レンズにおいては、光学系全体の全
長に対する第１レンズ群の全長の比が大きく、小型化が不十分である。
【０００８】
　前記特許文献３によって提案されたインナーフォーカス式レンズにおいては、フォーカ
スレンズである第２レンズ群の屈折力が弱く、合焦時の第２レンズ群の移動量が大きいた
め、光学系全体の小型化が不十分である。
【０００９】
　本発明は従来のインナーフォーカスレンズの上述した問題点に鑑みてなされたものであ
って、その主たる目的は、小型で光学性能の優れた撮影レンズ及び撮影装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一態様に係る撮影レンズは、上記の課題を解決するため、物体側から順に配置
された、正の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する第２レンズ群と、負の
屈折力を有する第３レンズ群と、からなり、前記第１レンズ群および前記第３レンズ群を
固定したまま、前記第２レンズ群を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠
物体合焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行い、以下に示す条件
式を満足することを特徴とする構成である。
　３．０ ≦ （１-ｂ２2）×ｂ３2 ≦ １０．０　　・・・　（１）
　０．１０ ≦ Ｌ１／ＴＬ ≦ ０．３０　　　　　 ・・・　（２）
但し
ｂ２　：　前記第２レンズ群の無限遠合焦時の横倍率
ｂ３　：　前記第３レンズ群の無限遠合焦時の横倍率
Ｌ１　：　前記第１レンズ群の全長
ＴＬ　：　当該撮影レンズの光学全長
【００１１】
　本発明の一態様に係る撮影装置は、前記撮影レンズと、前記撮影レンズの結像位置に配
置されて前記撮影レンズによって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを
備えたことを特徴とする構成である。
【発明の効果】
【００１２】
　このような本発明によれば、小型で光学性能の優れたインナーフォーカス式の撮影レン
ズ及び撮影装置を構成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の撮影レンズの第１実施例のレンズ構成図である
【図２】本発明の撮影レンズの第１実施例の収差図である。
【図３】本発明の撮影レンズの第２実施例のレンズ構成図である
【図４】本発明の撮影レンズの第２実施例の収差図である。
【図５】本発明の撮影レンズの第３実施例のレンズ構成図である
【図６】本発明の撮影レンズの第３実施例の収差図である。
【図７】本発明の撮影レンズの第４実施例のレンズ構成図である
【図８】本発明の撮影レンズの第４実施例の収差図である。
【図９】本発明の撮影レンズの第５実施例のレンズ構成図である
【図１０】本発明の撮影レンズの第５実施例の収差図である。
【図１１】本発明の撮影装置の実施例の構成説明図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１４】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、物体側から順に配置された正の屈折力を有す
る第１レンズ群と、正の屈折力を有する第２レンズ群と、負の屈折力を有する第３レンズ
群と、からなり、前記第１レンズ群および前記第３レンズ群を固定したまま、前記第２レ
ンズ群を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態から最至近距
離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【００１５】
　このように構成される本発明においては、正の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈
折力を有する第２レンズ群によって収束作用を持たせ、負の屈折力を有する第３レンズ群
によって発散作用を持たせることにより効果的なテレフォト構成を実現して、撮影レンズ
の大型化を避けながら望遠化を達成することができる。
　また、本発明においては、前記第１レンズ群および前記第３レンズ群を固定したまま、
前記第２レンズ群を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う、いわゆるインナーフォーカス式
のフォーカス方式を採用している。このインナーフォーカス式の小径及び軽量なフォーカ
スレンズの構成により、高速なフォーカシングが可能になり、かつフォーカシングの際に
光学全長が変化せず鏡筒を密閉構造とすることが容易になり、鏡筒の隙間から鏡筒内に埃
やゴミ等が侵入するのを有効に防止することができる。
【００１６】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、以下の条件式（１）を満足することが好まし
い。
　３．０ ≦ （１-ｂ２2）×ｂ３2 ≦ １０．０　 ・・・　（１）
但し
ｂ２　：　前記第２レンズ群の無限遠物体合焦状態の横倍率
ｂ３　：　前記第３レンズ群の無限遠物体合焦状態の横倍率
【００１７】
　条件式（１）は、フォーカス敏感度すなわちフォーカスレンズである第２レンズ群の光
軸方向の移動量に対する結像面の移動量の比に関する値を示している。条件式（１）を満
足することで、撮影レンズの小型化を図ることができる。
　この数値が下限を下回ると、第２レンズ群のパワーが弱くなるため、無限遠物体合焦状
態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングの際、第２レンズ群は移動量を大き
くとらざるを得ない。従って、第２レンズ群の移動量の増加により光学全長が長くなり、
撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
　この数値が上限を上回ると、第２レンズ群のパワーが強くなるため、高い結像性能を維
持するには、収差補正のために多くの枚数のレンズを必要とする。従って、レンズ枚数の
増加により光学全長が長くなり、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない
。
【００１８】
　条件式（１）の下限は、より好ましくは３．１であり、さらにより好ましくは３．２で
ある。条件式（１）の上限は、より好ましくは９．０であり、さらにより好ましくは８．
０である。
【００１９】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、以下の条件式（２）を満足することが好まし
い。
　０．１０ ≦ Ｌ１／ＴＬ ≦ ０．３０　　　　　・・・　（２）
但し
Ｌ１　：　前記第１レンズ群の全長
ＴＬ　：　当該撮影レンズの光学全長
【００２０】
　条件式（２）は、撮影レンズの光学全長に対する第１レンズ群の全長（第１レンズ群の
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最物体側面から最像側面までの距離）の比を示している。条件式（２）を満足することで
、小型化と良好な収差補正が可能となる。
　この数値が下限を下回ると、第１レンズ群を構成するレンズ枚数が制限され、収差補正
が困難となり、高い結像性能を維持できなくなる。
　この数値が上限を上回ると、第１レンズ群の全長が長くなり、当該撮影レンズの光学全
長も長くなり、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
【００２１】
　条件式（２）の下限は、より好ましくは０．１１であり、さらにより好ましくは０．１
１５である。条件式（２）の上限は、より好ましくは０．２８であり、さらにより好まし
くは０．２７である。
【００２２】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、無限遠物体合焦状態の第１レンズ群と第２レ
ンズ群との間隔が第１レンズ群の全長より小さいことが好ましい。この構成を有すること
で、レンズ群間隔が適正になり、撮影レンズの小型化を図ることが可能となる。
【００２３】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、以下の条件式（３）を満足することが好まし
い。
　０．１０ ≦ ｆ２／ｆ１ ≦ ０．５０　　　　　　・・・　（３）
但し
ｆ１　：　前記第１レンズ群の焦点距離
ｆ２　：　前記第２レンズ群の焦点距離
【００２４】
　条件式（３）は、第１レンズ群の焦点距離に対する第２レンズ群の焦点距離の比を示し
ている。条件式（３）を満足することで、小型化と良好な収差補正が可能となる。
　この数値が下限を下回ると、第２レンズ群のパワーが強くなり、高い結像性能を維持す
るには収差補正のために多くの枚数のレンズを必要とする。その場合、レンズ枚数が増加
して光学全長が長くなるため、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
　この数値が上限を上回ると、第２レンズ群のパワーが弱くなり、無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングの際の第２レンズ群の移動量が大きくな
る。従って、第２レンズ群の移動量の増加により、光学全長が長くなり、撮影レンズの小
型化を図るという観点から好ましくない。
【００２５】
　条件式（３）の下限は、より好ましくは０．１１であり、さらにより好ましくは０．１
１５である。条件式（３）の上限は、より好ましくは０．４０であり、さらにより好まし
くは０．３５である。
【００２６】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、以下の条件式（４）を満足することが好まし
い。
　０．８ ≦ |ｆ３|／ｆ１２ ≦ ２．２　　　　　　・・・　（４）
但し
ｆ１２　：　前記第１レンズ群と前記第２レンズ群の無限遠物体合焦状態の合成焦点距離
ｆ３　：　前記第３レンズ群の焦点距離
【００２７】
　条件式（４）は、無限遠物体合焦状態における第１レンズ群と第２レンズ群の合成焦点
距離に対する第３レンズ群の焦点距離の比を示している。条件式（４）を満足することで
、小型化が可能となる。
　この数値が下限を下回ると、第３レンズ群のパワーが強くなり、高い結像性能を維持す
るための収差補正に多くの枚数のレンズを必要とする。レンズ枚数の増加は光学全長の長
大化につながり、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
　この数値が上限を上回ると、第３レンズ群のパワーが弱くなり、テレフォト構成が弱く
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なり、光学全長が長くなり、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
【００２８】
　条件式（４）の下限は、より好ましくは０．９であり、さらにより好ましくは０．９５
である。条件式（４）の上限は、より好ましくは２．０であり、さらにより好ましくは１
．９である。
【００２９】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、以下の条件式（５）を満足することが好まし
い。
　０．５０ ≦ ＴＬ／ＦＬ ≦ １．２０　　　　　　・・・　（５）
但し
ＦＬ　：　無限遠物体合焦状態の当該撮影レンズの焦点距離
【００３０】
　条件式（５）は、当該撮影レンズの無限遠物体合焦状態の焦点距離に対する光学全長（
ダミーガラス等を含まない空気換算長）の比、いわゆるテレフォト比を示している。条件
式（５）を満足することで、収差補正と小型化の両立が可能となる。
　この数値が下限を下回ると、撮影レンズの焦点距離に対する光学全長が短くなりすぎ、
球面収差や軸上色収差等の補正が困難になる。さらに、組み立て誤差に対する収差発生量
すなわち組み立て誤差感度が高くなりすぎ、高精度の組み立てや高い部品精度が要求され
ることになり、望ましくない。
　この数値が上限を上回ると、撮影レンズの焦点距離に対する光学全長が長くなり、撮影
レンズの小型化を図るという観点から好ましくない
【００３１】
　条件式（５）の下限は、より好ましくは０．６５であり、さらにより好ましくは０．８
０である。
　条件式（５）の上限は、より好ましくは１．１８であり、さらにより好ましくは１．１
６である。
【００３２】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、以下の条件式（６）を満足することが好まし
い。
　２．０ ≦ ＦＬ／Ｙ ≦ １０．０　　　　　　　　・・・　（６）
但し
Ｙ　：　最大像高
【００３３】
　条件式（６）は、最大像高に対する撮影レンズの無限遠物体合焦状態の焦点距離の比を
示している。条件式（６）を満足することで、小型化と適切な画角範囲を得ることが可能
となる。
　この数値が下限を下回ると、撮影レンズの焦点距離が短くなり、広い画角範囲の収差補
正が必要になり、テレフォト構成をとるのが困難になる。フランジバックを保ちながら広
い画角範囲の収差補正を実現するためには、物体側に負の屈折力のレンズ群を配置し、像
面側に正の屈折力のレンズ群を配置したレトロフォーカスタイプの構成をとる必要がある
。レトロフォーカスタイプの構成を採用すると、焦点距離に対する光学全長が長くなるた
め、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
　この数値が上限を上回ると、焦点距離が長くなり、それに応じて光学全長が長くなる。
そのため、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
【００３４】
　条件式（６）の下限は、より好ましくは３．０であり、さらにより好ましくは３．５で
ある。
　条件式（６）の上限は、より好ましくは８．５であり、さらにより好ましくは７．０で
ある。
【００３５】
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　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、前記第１レンズ群、前記第２レンズ群、前記
第３レンズ群を構成するレンズの総数が１０枚以下であることが好ましい。
【００３６】
　レンズ枚数がこの数値を上回ると、多くのレンズを配置するために光学全長が長くなり
、撮影レンズの小型化を図るという観点から好ましくない。
【００３７】
　より好ましくは、レンズの総数が７枚以上、１０枚以下であることが好ましい。レンズ
枚数をこの範囲とすることで、高性能化と小型化を両立することが可能となる。
【００３８】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、前記第１レンズ群が少なくとも１枚の正の屈
折力を有する正レンズを有し、前記正レンズが以下の条件式（７）を満足することが好ま
しい。
　０．０１２ ≦ ΔＰｇＦ１ ≦ ０．１００　　　　・・・　（７）
但し
ΔＰｇＦ１　：　Ｃ７（部分分散比：０．５３９３，νｄ：６０．４９）及びＦ２（部分
　　　　　　　分散比：０．５８２９，νｄ：３６．３０）の部分分散比とνｄの座標を
　　　　　　　通る直線を基準線としたときの、前記正レンズの部分分散比の基準線から
　　　　　　　の偏差
【００３９】
　条件式（７）は、第１レンズ群中の正の屈折力を有するレンズの異常分散性を規定する
ための式である。条件式（７）を満足することにより異常分散性の高い正レンズを第１レ
ンズ群に使用することとなる。なお、第１レンズ群に複数の正レンズが含まれる場合、い
ずれか１枚の正レンズが条件式（７）を満足すればよい。
　一般的な色収差補正の方法として、正の屈折力を有するレンズ群内において、負の屈折
力を有するレンズに高分散ガラスを使用し、かつ正の屈折力を有するレンズに低分散ガラ
スを使用する。しかし、縦軸に屈折率をとり、横軸に波長をとった直角座標において、高
分散ガラスの分散特性は２次曲線的であり、低分散ガラスの分散特性は直線的である。そ
のため、高分散ガラスと低分散ガラスを組み合わせてもすべての波長領域で色収差の補正
を行うことは困難である。そこで、条件式（７）を満足する正レンズを配置することによ
って軸上色収差の補正が達成され、高性能化の点で好ましい。
【００４０】
　条件式（７）の下限は、より好ましくは０．０１３であり、さらにより好ましくは０．
０１３５である。
　条件式（７）の上限は、より好ましくは０．０８０であり、さらにより好ましくは０．
０６０である。
【００４１】
　より良好に色収差を補正するためには、第１レンズ群は正の屈折力を有する正レンズを
２枚有することが好ましく、更に好ましくは、当該正レンズが２枚とも条件式（７）を満
足することがより好ましい。
【００４２】
　なお、ｇ線（４３５．８４ｎｍ）、Ｆ線（４８６．１３ｎｍ）、ｄ線（５８７．５６ｎ
ｍ）、Ｃ線（６５６．２７ｎｍ）に対するガラスの屈折率をそれぞれＮｇ、ＮＦ、Ｎｄ、
ＮＣとすると、アッベ数（νｄ）、部分分散比（ＰｇＦ）は次のように表すことができる
。
【００４３】
　νｄ　　＝　（Ｎｄ－１）　／（ＮＦ－ＮＣ）
　ＰｇＦ　＝　（Ｎｇ－ＮＦ）／（ＮＦ－ＮＣ）
【００４４】
　また、上記硝材Ｃ７の座標及び硝材Ｆ２の座標は、部分分散比を縦軸、ｄ線に対するア
ッベ数νｄを横軸とした座標系における座標をいう。
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【００４５】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、前記第３レンズ群が、少なくとも１枚の正の
屈折力を有するレンズと、少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズとを有することが
好ましい。
【００４６】
　この条件は、第３レンズ群の構成を規定している。第３レンズ群は、少なくとも１枚の
正の屈折力を有するレンズと、少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズを有すること
により、歪曲収差や非点収差等の収差が良好に補正され、高性能化の点で好ましい。
【００４７】
　より良好に歪曲収差や非点収差等の収差を補正するためには、第３レンズ群は２枚以上
の負レンズを有することがより好ましい。
【００４８】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、第３レンズ群の最も物体側に配置されるレン
ズが負の屈折力を有することが好ましい。この構成を有することにより、第３レンズ群よ
りも物体側に配置された正の屈折力を有するレンズ群で発生した収差を良好に補正するこ
とが可能となり、高性能化の点で好ましい。
【００４９】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、無限遠物体合焦状態の第２レンズ群と第３レ
ンズ群との間隔が第１レンズ群の全長より小さいことが好ましい。この構成を有すること
により、レンズ群間隔が適正になり、撮影レンズの小型化を図ることが可能となる。
【００５０】
　本発明の一実施形態に係る撮影レンズは、第２レンズ群が空気間隔を有しない一つのレ
ンズ成分からなることが好ましい。空気間隔を有しない一つのレンズ成分とは、単レンズ
や接合レンズ、複合非球面レンズなどを指す。この構成を有することで、フォーカシング
の駆動機構の大型化を抑えることができ、撮影レンズの小型化を図ることが可能となる。
【００５１】
　本発明の一実施形態は、前記撮影レンズと、前記撮影レンズの像側に配置されて前記撮
影レンズによって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特
徴とする撮影装置であることが好ましい。ここで、前記撮像素子等に特に限定はなく、Ｃ
ＣＤセンサやＣＭＯＳセンサなどの固体撮像素子等も用いることができる。本件発明の一
実施形態に係る撮像装置としては、デジタルカメラやビデオカメラ等のこれらの固体撮像
素子を用いた撮像装置が例示される。また、当該撮像装置は、レンズが筐体に固定された
レンズ固定式の撮像装置であってもよいし、一眼レフカメラやミラーレス一眼カメラ等の
レンズ交換式の撮像装置であってもよいのは勿論である。
【００５２】
　＜実施例＞
　次に、本発明の実施例を数値表及び図に基づいて説明する。
　数値表の諸元表において、ｆは全系の焦点距離（ｍｍ）、ＦｎｏはＦナンバー、ωは半
画角（°）、Ｙは最大像高（ｍｍ）、ＴＬは光学全長（最も物体側の面から結像面までの
距離）（ｍｍ）を示す。面データにおいて、ｒは曲率半径（ｍｍ）、Ｓは開口絞り、ｄは
レンズ厚（ｍｍ）またはレンズ間隔（ｍｍ）、Ｎｄはｄ線の屈折率、ｖｄはｄ線基準のア
ッベ数、ΔPgFはＣ７及びＦ２の部分分散比とνｄの座標を通る直線を基準線としたとき
の部分分散比の基準線からの偏差、Ｈは光学有効半径（ｍｍ）を示す。可変間隔において
、撮影距離（ｍｍ）は物体から撮影レンズの最も物体側の面までの距離を示す。ＩＮＦは
無限大であることを示す。
【００５３】
　レンズ構成を示すレンズ構成図１，３，５，７，９において、撮影レンズは、第１レン
ズ群Ｇ１、第２レンズ群Ｇ２、第３レンズ群Ｇ３を有し、結像面ＩＭＧに結像し、開口絞
りＳを有する。Ｆはフォーカシングの方向を示し、図面において左側が物体側を示す。
【００５４】
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　各縦収差図２，４，６，８，１０において、左側から順に、球面収差（ＳＡ（ｍｍ））
、非点収差（ＡＳＴ（ｍｍ））、歪曲収差（ＤＩＳ（％））を示す。
　球面収差図において、縦軸はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線、
短破線はｇ線、長破線はＣ線の値を表す。
　非点収差図において、縦軸は像高（図中、Ｙで示す）を表し、実線はサジタル平面、破
線はメリディオナル平面の特性である。
　歪曲収差図において、縦軸は像高（図中、Ｙで示す）を表す。
【実施例１】
【００５５】
　図１は、本実施形態の第１実施例に係る撮影レンズの無限遠合焦状態のレンズ構成を示
すレンズ断面図である。当該撮影レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第１レン
ズ群Ｇ１、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３
から構成される。当該撮影レンズのＦナンバーを決定する開口絞りＳは、第３レンズ群Ｇ
３内に配置される。
【００５６】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、物体側に凸形状の正メニスカスレンズ、両凸レ
ンズと両凹レンズの接合レンズから構成される。
【００５７】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸レンズから構成される。
【００５８】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、像側に凹形状の負メニスカスレンズ、開口絞り
Ｓ、両凸レンズ、両凹レンズ、物体側に凹形状の負メニスカスレンズ、両凸レンズから構
成される。
【００５９】
　当該撮影レンズにおいて、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３を光軸方向に固定し、
第２レンズ群Ｇ２を光軸に沿って物体側に移動させることによって無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【００６０】
［諸元表］
ｆ        82.451
Fno        2.884
ω        14.655
Y         21.633
TL        76.000
【００６１】
［面データ］
面番号        r          d          Nd        vd     ΔPgF     H
1           31.693     5.728     1.84666    23.78   0.0137   16.000
2          197.291     0.398                                 15.200
3           21.405     6.088     1.49700    81.61   0.0375   12.300
4         -291.220     1.000     1.85478    24.80            11.400
5           16.733        D5                                  9.800
6           20.239     4.416     1.49700    81.61             9.500
7         -509.327        D7                                  9.000
8          325.013     1.000     1.85478    24.80             8.300
9           27.486     4.548                                  7.900
10S            INF     7.124                                  7.505
11         308.154     3.526     1.85478    24.80             8.100
12         -25.988     1.969                                  8.500
13         -41.452     1.000     1.51680    64.20             8.900
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14          59.331     4.482                                  9.300
15         -14.770     1.000     1.72916    54.67             9.400
16         -34.465     0.300                                 10.900
17          57.180     5.094     1.51680    64.20            13.400
18         -65.667    21.534                                 14.000
【００６２】
［可変間隔］
撮影距離        INF    854.909
D5            4.978      2.747
D7            1.816      4.047
【００６３】
［各レンズ群の焦点距離］
レンズ群  　面番号 　 焦点距離
G1   　　　　1-5 　   145.458
G2   　　　　6-7 　    39.275
G3   　　　　8-18 　  -48.909
【実施例２】
【００６４】
　図３は、本実施形態の第２実施例に係る撮影レンズの無限遠合焦状態のレンズ構成を示
すレンズ断面図である。当該撮影レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第１レン
ズ群Ｇ１、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３
から構成される。当該撮影レンズのＦナンバーを決定する開口絞りＳは、第３レンズ群Ｇ
３内に配置される。
【００６５】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、両凸レンズ、両凸レンズと両凹レンズの接合レ
ンズから構成される。
【００６６】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸レンズから構成される。
【００６７】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、両凹レンズ、開口絞りＳ、両凸レンズ、像側に
凹形状の負メニスカスレンズ、物体側に凹形状の負メニスカスレンズ、両凸レンズから構
成される。
【００６８】
　当該撮影レンズにおいて、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３を光軸方向に固定し、
第２レンズ群Ｇ２を光軸に沿って物体側に移動させることによって無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【００６９】
［諸元表］
ｆ       124.905
Fno        2.884
ω         9.765
Y         21.633
TL       116.301
【００７０】
［面データ］
面番号         r         d          Nd       vd     ΔPgF      H
1           59.935     6.296     1.84666    23.78   0.0137   21.700
2         -925.860     0.300                                 21.400
3           31.980     9.463     1.49700    81.61   0.0375   18.900
4         -126.259     1.000     1.85478    24.80            18.000
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5           26.208        D5                                 15.600
6           29.318     6.757     1.72916    54.67            15.400
7         -266.015        D7                                 14.900
8         -312.891     1.000     1.83400    37.35            13.800
9           27.536    14.255                                 12.700
10S            INF     1.424                                 12.249
11         115.105     4.373     1.84666    23.78            12.200
12         -42.874     0.300                                 12.100
13         210.096     1.000     1.83481    42.72            11.100
14          49.131    16.293                                 10.600
15         -24.308     1.934     1.84666    23.78             9.600
16         -55.603     5.591                                 10.500
17          74.835     3.505     1.64769    33.84            13.700
18        -396.523    32.434                                 14.000
【００７１】
［可変間隔］
撮影距離        INF   1277.480
D5            8.484      6.967
D7            1.891      3.409
【００７２】
［各レンズ群の焦点距離］
レンズ群    面番号    焦点距離
G1   　　　　1-5      304.743
G2           6-7       36.569
G3           8-18     -43.966
【実施例３】
【００７３】
　図５は、本実施形態の第３実施例に係る撮影レンズの無限遠合焦状態のレンズ構成を示
すレンズ断面図である。当該撮影レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第１レン
ズ群Ｇ１、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３
から構成される。当該撮影レンズのＦナンバーを決定する開口絞りＳは、第３レンズ群Ｇ
３内に配置される。
【００７４】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、物体側に凸の正メニスカスレンズ、両凸レンズ
と両凹レンズの接合レンズから構成される。
【００７５】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸レンズから構成される。
【００７６】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、両凹レンズ、開口絞りＳ、両凸レンズ、物体側
に凹形状の負メニスカスレンズから構成される。
【００７７】
　当該撮影レンズにおいて、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３を光軸方向に固定し、
第２レンズ群Ｇ２を光軸に沿って物体側に移動させることによって無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【００７８】
［諸元表］
ｆ       125.920
Fno        1.854
ω         9.646
Y         21.633
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TL       144.837
【００７９】
［面データ］
面番号        r         d          Nd       vd      ΔPgF      H
1           83.194     8.884     1.84666    23.78   0.0137   34.000
2         1523.994     6.414                                 33.600
3           46.967    13.028     1.49700    81.61   0.0375   28.000
4         -205.070     2.702     1.85478    24.80            27.100
5           38.316        D5                                 23.000
6           41.665     9.008     1.72916    54.67            22.800
7         -903.566        D7                                 22.200
8         -318.152     2.107     1.85883    30.00            21.100
9           39.118    18.497                                 19.300
10S            INF     9.254                                 19.769
11         138.564     6.703     1.85883    30.00            20.200
12         -64.449    21.202                                 20.200
13         -52.467     1.282     1.80610    33.27            12.500
14        -181.546    34.799                                 12.900
【００８０】
［可変間隔］
撮影距離        INF   1307.186
D5            8.519      4.838
D7            2.438      6.119
【００８１】
［各レンズ群の焦点距離］
レンズ群    面番号    焦点距離
G1  　　　　 1-5       446.804
G2   　　　　6-7        54.843
G3   　　　　8-14     -125.723
【実施例４】
【００８２】
　図７は、本実施形態の第４実施例に係る撮影レンズの無限遠合焦状態のレンズ構成を示
すレンズ断面図である。当該撮影レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第１レン
ズ群Ｇ１、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３
から構成される。当該撮影レンズのＦナンバーを決定する開口絞りＳは、第３レンズ群Ｇ
３内に配置される。
【００８３】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、物体側に凸の正メニスカスレンズ、物体側に凸
の正メニスカスレンズと像側に凹形状の負メニスカスレンズの接合レンズから構成される
。
【００８４】
　第２レンズ群Ｇ２は、両凸レンズと物体側に凹形状の負メニスカスレンズの接合レンズ
から構成される。
【００８５】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、両凹レンズ、開口絞りＳ、両凸レンズと両凹レ
ンズの接合レンズ、物体側に凹形状の負メニスカスレンズ、両凸レンズから構成される。
【００８６】
　当該撮影レンズにおいて、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３を光軸方向に固定し、
第２レンズ群Ｇ２を光軸に沿って物体側に移動させることによって無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
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【００８７】
［諸元表］
ｆ       128.082
Fno        3.605
ω         9.474
Y         21.633
TL       108.872 
【００８８】
［面データ］
面番号        r         d          Nd        vd     ΔPgF      H
1           40.190     5.198     1.84666    23.78   0.0137   17.800
2          156.551     0.300                                 17.400
3           28.770     6.060     1.49700    81.61   0.0375   16.000
4          144.391     1.507     1.85478    24.80            15.200
5           23.089        D5                                 13.400
6           32.425     6.403     1.49700    81.61            13.000
7          -46.560     1.251     1.56732    42.84            12.600
8         -343.279        D8                                 12.100
9        -7457.701     1.140     1.80610    33.27            11.500
10          56.080     6.528                                 11.100
11S            INF    14.427                                 10.300
12         150.900     3.874     1.72047    34.71             8.300
13         -22.839     1.000     1.51680    64.20             8.600
14          66.523    15.153                                  8.800
15         -19.546     1.185     1.72916    54.67            10.800
16         -55.459     1.190                                 11.900
17         115.254     4.725     1.51680    64.20            13.500
18         -51.434    30.710                                 14.000
【００８９】
［可変間隔］
撮影距離        INF   1325.026
D5            6.422      3.438
D8            1.798      4.782
【００９０】
［各レンズ群の焦点距離］
レンズ群    面番号    焦点距離
G1  　　　　 1-5       187.263
G2   　　　　6-8        64.758
G3   　　　　9-18      -57.093
【実施例５】
【００９１】
　図９は、本実施形態の第５実施例に係る撮影レンズの無限遠合焦状態のレンズ構成を示
すレンズ断面図である。当該撮影レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第１レン
ズ群Ｇ１、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ３
から構成される。当該撮影レンズのＦナンバーを決定する開口絞りＳは、第３レンズ群Ｇ
３内に配置される。
【００９２】
　第１レンズ群Ｇ１は、物体側から順に、物体側に凸の正メニスカスレンズ、両凸レンズ
と両凹レンズの接合レンズから構成される。
【００９３】
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　第２レンズ群Ｇ２は、両凸レンズから構成される。
【００９４】
　第３レンズ群Ｇ３は、物体側から順に、両凹レンズ、開口絞りＳ、両凸レンズ、両凹レ
ンズ、物体側に凹形状の負メニスカスレンズ、両凸レンズから構成される。
【００９５】
　当該撮影レンズにおいて、第１レンズ群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３が光軸方向に固定し、
第２レンズ群Ｇ２を光軸に沿って物体側に移動させることによって無限遠物体合焦状態か
ら最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【００９６】
［諸元表］
ｆ       143.416
Fno        2.884
ω         8.481
Y         21.633
TL       136.846
【００９７】
［面データ］
面番号        r         d          Nd       vd      ΔPgF      H
1           75.771     6.069     1.84666    23.78   0.0137   26.500
2          492.498    20.673                                 26.000
3           35.025     7.641     1.49700    81.61   0.0375   18.200
4         -267.483     1.745     1.85478    24.80            17.500
5           32.196        D5                                 15.700
6           37.341     5.426     1.72916    54.67            15.500
7        -1774.625        D7                                 15.100
8        -1990.341     1.000     1.84666    23.78            14.300
9           43.578    10.096                                 13.700
10S            INF    17.719                                 12.930
11         235.202     3.418     1.84666    23.78            11.400
12         -55.114     9.714                                 11.200
13         -88.925     1.000     1.72916    54.67            10.600
14         155.484     8.186                                 10.800
15         -27.002     1.000     1.72916    54.67            11.900
16         -89.394     0.300                                 12.800
17         225.590     3.864     1.72825    28.32            13.600
18         -67.719    31.201                                 14.000
【００９８】
［可変間隔］
撮影距離        INF   1474.110
D5            5.806      2.655
D7            1.988      5.139
【００９９】
［各レンズ群の焦点距離］
レンズ群    面番号    焦点距離
G1   　　　　1-5       415.098
G2   　　　　6-7        50.219
G3   　　　　8-18      -66.276
【０１００】
　撮影装置１００の実施例は、図１１に示すように、撮影レンズ１１０が、撮影装置ハウ
ジング１０２にレンズマウント１０４によって装着されたレンズ鏡筒１０６によって支持
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されている。被写体像が撮影レンズ１１０によって結像面ＩＭＧに結像され、被写体像は
デイスプレー１１２に表示される。
【０１０１】
［条件式数値対応］
                          第１実施例 第２実施例 第３実施例 第４実施例 第５実施例
（１）(１-ｂ２2)×ｂ３2      3.586      7.975      3.299      4.170      4.479
（２）Ｌ１／ＴＬ             0.174      0.147      0.214      0.120      0.264
（３）ｆ２／ｆ１             0.270      0.120      0.123      0.346      0.121
（４）|ｆ３|／ｆ１２         1.173      1.004      1.835      0.960      0.991
（５）ＴＬ／ＦＬ             0.922      0.931      1.150      0.850      0.954
（６）ＦＬ／Ｙ               3.811      5.774      5.821      5.921      6.629
【符号の説明】
【０１０２】
Ｇ１　　　　　第１レンズ群
Ｇ２　　　　　第２レンズ群
Ｇ３　　　　　第３レンズ群
１００　　　　撮影装置
１０２　　　　撮影装置ハウジング
１０４　　　　レンズマウント
１０６　　　　レンズ鏡筒
１１０　　　　撮影レンズ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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